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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　早強ポルトランドセメントを３０～６０質量％、早強ポルトランドセメント以外のセメ
ント、軽量骨材を１０～３０質量％、増粘剤を０．０５～０．２質量％、セメント分散剤
を０．０１～０．５質量％含有し、早強ポルトランドセメントを含むセメントの合計含有
量が６０～９０質量％であり、粉末状である軽量充填モルタル組成物であって、
水／結合材比６０～７５％となる量の水と練混ぜて得られるモルタルが、ＪＩＳ Ｒ ５２
０１「セメントの物理試験方法」１１．フロー試験で規定されるフローコーンを用いたフ
ローコーン取り去り後のフロー値（落下運動無し）が１２５～１８５ｍｍ且つ土木学会基
準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（案）」の流下時
間がモルタル詰まりにより測定できないことを特徴とする軽量充填モルタル組成物。
【請求項２】
　さらに、膨張材及び／又は発泡剤を含有する請求項１記載の軽量充填モルタル組成物。
【請求項３】
　膨張材を０．５～３．０質量％及び／又は発泡剤を０．０００３～０．００２質量％含
有する請求項１又は２記載の軽量充填モルタル組成物。
【請求項４】
　土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４２－１９９９「充てんモルタルのブリーディング率お
よび膨張率試験方法」による膨張率が０．１～０．８％である請求項１～３のいずれかに
記載の軽量充填モルタル組成物。
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【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の軽量充填モルタル組成物を、水／結合材比６０～７５
％の水で練り混ぜた軽量充填モルタル。
【請求項６】
　早強ポルトランドセメントを３０～６０質量％、早強ポルトランドセメント以外のセメ
ント、軽量骨材を１０～３０質量％、増粘剤を０．０５～０．２質量％、セメント分散剤
を０．０１～０．５質量％含有し、早強ポルトランドセメントを含むセメントの合計含有
量が６０～９０質量％である軽量充填モルタル組成物と、水／結合材比６０～７５％とな
る量の水を含有する軽量充填モルタルであって、ＪＩＳ Ｒ ５２０１「セメントの物理試
験方法」１１．フロー試験で規定されるフローコーンを用いたフローコーン取り去り後の
フロー値（落下運動無し）が１２５～１８５ｍｍ且つ土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４１
－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（案）」の流下時間がモルタル詰まりによ
り測定できないことを特徴とする軽量充填モルタル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軽量充填モルタル組成物に関する。詳しくは、中空部材の内部空間に充填す
るときに、未充填部位であるエア溜まりを極力なくすことができ、充填性に優れる軽量充
填モルタル組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　既設の鋼床版Ｕリブ等の中空部材の補強として中空部材に充填される充填モルタルは、
橋梁等における耐久性の観点から軽量のものが好ましい。また、無収縮性、材料分離抵抗
性、強度、特に充填性能に優れたものが要求される。同様に、新設の中空部材の補強とし
て使用される充填モルタルも、既設の場合と同様な充填モルタルが求められる。
　一般に、鋼床版Ｕリブ等の中空部材に充填する充填モルタルとしては、中空部への充填
性能を考慮し、流動性の高いグラウトモルタル（グラウト材）が用いられることが多い。
このグラウトモルタルは、Ｊ14漏斗を用いた流下時間（土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４
１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（案）」の流下時間）が６～１０秒程度
のモルタルが用いられている。
【０００３】
　ところで、鋼床版は、デッキプレート上の舗装を介し、自動車の車両荷重が直接載荷さ
れるとともにその繰り返し載荷が極めて多い。そのため、デッキプレートとリブの部材交
差部等において局所的に大きな応力が繰り返し発生し、近年、その疲労損傷が大きな問題
になりつつある。この疲労損傷対策として、鋼床版の既設Ｕリブ等の内部空間に軽量且つ
流動性のあるグラウトモルタルを用いて鋼床版を補強するモルタルが提案されている（例
えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４０８４３９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、本発明者が鋼床版Ｕリブの実物大型枠を用いた模擬実験等により、検討
を実施していく中で、鋼床版Ｕリブの実物大型枠に軽量のグラウトモルタルを充填した結
果、充填モルタルの先流れ現象が発生し、上面にエア溜まりが生じ、充填性に問題がある
ことが明らかとなってきた。
　従って、本発明は、中空部材、とりわけ横方向に長尺の中空部材の内部空間に充填する
場合に、エア溜まりの発生といった充填不良を起こし難い軽量充填モルタル組成物及び軽
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量充填モルタルを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　そこで、本発明者は、中空部材の内部空間への充填性を改良した充填モルタルを開発す
べく種々検討を行った。まず、上面にエア溜まりが生じた原因について検討したところ、
充填時の流動勾配が小さく、充填モルタルの先流れが発生し、注入口側より注入口と反対
側（先端側）のモルタルが先に内部空間の上面に到達してしまい、エアの抜けが阻害され
たものと考えられた。また、鋼床版Ｕリブのように、横方向に長尺の中空部材の場合、充
分な勾配がなく且つエア抜きのための排気口を充分な数或いは位置に設置できないことも
多い。とりわけ、既設の長尺の中空部材の場合は、もともと内部に充填モルタルを充填す
ることを想定されずに構築されているため、排気口が充分設置できないことが多いことも
原因と考えられた。
　そこで、さらに充填モルタルの充填性について検討したところ、全く意外にも、フロー
コーンを用いたフロー試験で一定の範囲のフロー値を有し且つ充填モルタルの流動性試験
方法で流下時間がモルタル詰まりにより測定できない軽量モルタル組成物が、中空部材の
内部空間へ充填した場合に、材料分離やブリーディングが生じず、エア溜まりのような未
充填部位が少なくなり、良好に充填できることを見出し、本発明を完成した。
【０００７】
　従って、本発明は、以下の〔１〕～〔７〕を提供するものである。
【０００８】
〔１〕早強ポルトランドセメントを３０～６０質量％、早強ポルトランドセメント以外の
セメント、軽量骨材を１０～３０質量％、増粘剤を０．０５～０．２質量％、セメント分
散剤を０．０１～０．５質量％含有し、早強ポルトランドセメントを含むセメントの合計
含有量が６０～９０質量％であり、粉末状である軽量充填モルタル組成物であって、
水／結合材比６０～７５％となる量の水と練混ぜて得られるモルタルが、ＪＩＳ Ｒ ５２
０１「セメントの物理試験方法」１１．フロー試験で規定されるフローコーンを用いたフ
ローコーン取り去り後のフロー値（落下運動無し）が１２５～１８５ｍｍ且つ土木学会基
準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（案）」の流下時
間がモルタル詰まりにより測定できないことを特徴とする軽量充填モルタル組成物。
〔２〕さらに、膨張材及び／又は発泡剤を含有する〔１〕記載の軽量充填モルタル組成物
。
〔３〕膨張材を０．５～３．０質量％及び／又は発泡剤を０．０００３～０．００２質量
％含有する〔１〕又は〔２〕記載の軽量充填モルタル組成物。
〔４〕土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４２－１９９９「充てんモルタルのブリーディング
率および膨張率試験方法」による膨張率が０．１～０．８％である〔１〕～〔３〕のいず
れかに記載の軽量充填モルタル組成物。
〔５〕〔１〕～〔４〕のいずれかに記載の軽量充填モルタル組成物を、水／結合材比６０
～７５％の水で練り混ぜた軽量充填モルタル。
〔６〕早強ポルトランドセメントを３０～６０質量％、早強ポルトランドセメント以外の
セメント、軽量骨材を１０～３０質量％、増粘剤を０．０５～０．２質量％、セメント分
散剤を０．０１～０．５質量％含有し、早強ポルトランドセメントを含むセメントの合計
含有量が６０～９０質量％である軽量充填モルタル組成物と、水／結合材比６０～７５％
となる量の水を含有する軽量充填モルタルであって、ＪＩＳ Ｒ ５２０１「セメントの物
理試験方法」１１．フロー試験で規定されるフローコーンを用いたフローコーン取り去り
後のフロー値（落下運動無し）が１２５～１８５ｍｍ且つ土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５
４１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（案）」の流下時間がモルタル詰まり
により測定できないことを特徴とする軽量充填モルタル。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、横方向に長尺の中空部材の内部空間に充填する場合においても、エア
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溜まりの発生等の充填不良を起こし難い軽量充填モルタル組成物及び軽量充填モルタルが
得られる。また、グラウトポンプにより、鋼床版Ｕリブ等の中空部材の内部空間に充填し
た場合に、材料分離やブリーディングが発生することが無く容易に充填できる。
　また、本発明によれば、無収縮性を有するとともに適度な膨張発現性を備え、材齢２８
日における圧縮強度が１０Ｎ／ｍｍ2以上と優れた強度発現性を有する単位容積質量が１
．４ｋｇ／Ｌ以下の軽量充填モルタル組成物及び軽量充填モルタルが得られる。
　また、未充填箇所が少ない軽量充填モルタルにより内部空間が良好に充填された中実部
材が得られる。中空部材と内部の軽量充填モルタルが一体化され内部に未充填箇所が少な
いことから、当該中実部材は、比較的軽量であるにもかかわらず、耐久性に優れた部材と
なり、この部材を用いた構造物は耐久性に優れる。当該中空部材は、荷重による充填不良
部分の局所的な変形が抑制されるため耐久性が高い。特に、本発明による充填モルタルを
鋼床版Ｕリブの内部空間に充填すると、輪荷重によるデッキプレート等の局所的な変形が
抑制されるため、当該鋼床版及び当該鋼床版を用いた高架橋の耐久性が向上する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】鋼床版Ｕリブを模した模擬型枠の正面模式図である。
【図２】鋼床版Ｕリブを模した模擬型枠の注入口付近の断面模式図である。
【図３】先流れした充填モルタルの先端付近の平面模式図である。
【図４】先流れが起こらなかった充填モルタルの先端付近の平面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施形態に基づいて具体的に説明する。なお、「％」は、特に示す場合
及び単位固有の場合を除き、「質量％」である。
【００１２】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は、フロー値（降伏値）とＪ14漏斗流下時間の流動性
を適切化したものである。すなわち、ＪＩＳ Ｒ ５２０１「セメントの物理試験方法」１
１．フロー試験で規定されるフローコーンを用いたフローコーン取り去り後のフロー値（
落下運動無し）（以下、単に「フロー値」と云うことがある。）が１２５～１８５ｍｍで
且つ土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方法（
案）」の流下時間（Ｊ14漏斗を用いたときの流下時間）（以下、単に「流下時間」と云う
ことがある。）がモルタル詰まりにより測定できない流動性を有する。フロー値が１２５
ｍｍ未満では充填モルタルを鋼床版Ｕリブ等の中空部材の内部空間に充填する場合に流動
性不良となり、グラウトポンプで圧送し充填することが難しくなり、また、ポンプ圧送で
きても圧送時又は充填時に充填モルタル中に取り込まれた巻き込みエアの抜けが悪くなり
、充填不良となる虞があるので好ましくない。一方、フロー値が１８５ｍｍ以上では、充
填モルタルの先流れ現象が発生し、内部空間上面にエア溜まりが生じ、空隙が残存する可
能性が高く好ましくない。また、Ｊ14漏斗で流下時間を測定でき得る流動性（充填モルタ
ルでは一般的に１０秒以下）とした場合、降伏値の大きさに関係なく、前記同様に充填モ
ルタルの先流れ現象が発生し、内部空間上面にエア溜まりが生じ、空隙が残存する可能性
が高く好ましくない。
　また、前記フロー値は、１３０～１８０ｍｍであるのがより好ましく、１３０～１７０
ｍｍであるのがさらに好ましい。さらに、フロー値は、練混ぜ直後及び練混ぜ１５分後の
いずれにおいても１２５～１８５ｍｍであるのが好ましく、１３０～１８０ｍｍであるの
がより好ましく、１３０～１７０ｍｍであるのがさらに好ましい。
【００１３】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は、セメントと軽量骨材を含有し、フロー値と流下時
間が前記の条件を満たす限り、特に限定されないが、早強ポルトランドセメント、軽量骨
材及び増粘剤を含有し、これらの成分の含有量を調整することにより、前記フロー値と流
下時間の条件を満たすようにするのが好ましい。好ましい本発明の軽量充填モルタル組成
物は、早強ポルトランドセメントを３０～６０％、軽量骨材を１０～３０％及び増粘剤を
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０．０５～０．２％含有する。
【００１４】
　さらに、本発明の軽量充填モルタル組成物は、環境条件に関係なく、硬化後の空隙の発
生を招くブリーディングの発生を抑え、適度な流動性で可使時間（作業時間）を確保する
点から、早強ポルトランドセメントの含有量は３０～６０％が好ましく、３５～５５％が
より好ましい。
【００１５】
　本発明の軽量充填モルタル組成物には、早強ポルトランドセメント以外のセメントを配
合することができる。そのようなセメントとしては、水硬性であればよく、特に限定され
ず、例えば、普通、低熱、中庸熱、白色等の各種ポルトランドセメント、エコセメント、
並びにこれらポルトランドセメント又はエコセメントにフライアッシュ、高炉スラグ、シ
リカヒューム等を混合した各種混合セメント、アルミナセメント等が挙げられる。また、
早強セメントを含むセメントの合計含有量は、ブリーディングの発生を抑え、高い圧縮強
度を得、充填作業が可能な時間（可使時間）が長い点から、軽量充填モルタル組成物中に
おいて６０％～９０％であるのが好ましく、７０％～８５％であるのがより好ましく、７
５％～８３％であるのがさらに好ましい。
【００１６】
　本発明の軽量充填モルタル組成物に使用する軽量骨材は特に限定されず、セメント組成
物に使用可能な軽量骨材であれば良く、例えば、黒曜石、シラス又は真珠岩等の火成岩を
粉砕し過熱したパーライトやシラスバルーン等、並びにフライアッシュバルーン等が挙げ
られ、ｐＨ８以下の軽量骨材が好ましい。廃ガラスを原料に加熱発泡させて製造したガラ
ス質発泡体等のｐＨ８を超える軽量骨材は、長期的にモルタル中で変質又は反応する虞が
高いため、長期的に使用する場合は好ましくない。また、軽量骨材として発泡スチロール
粒や合成ゴム粒等の有機質軽量骨材も使用可能であるが、セメント水和物との付着が優れ
、グラウトモルタルの硬化後の圧縮強度が高いことから、無機質軽量骨材が好ましい。
【００１７】
　また、本発明の軽量充填モルタル組成物は、鋼床版Ｕリブ等の中空部材の内部空間に充
填した場合に、できるだけその充填モルタルの質量負荷を軽減するため、単位容積質量を
１．４ｋｇ／Ｌ以下にすることが好ましい。そのため、グラウトモルタルの単位容積質量
を小さくすることができることから、本発明に使用する軽量骨材は、単位容積質量０．０
５ｋｇ／Ｌ～０．３０ｋｇ／Ｌのものを用いることが好ましい。
【００１８】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は、充填モルタルの単位容積質量、圧縮強度の低下防
止等の点から、軽量骨材を１０～３０％含有することが好ましく、１３～２５％含有する
ことがより好ましく、さらに好ましい含有量は１５～２３％である。
【００１９】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は増粘剤を含有することが好ましい。増粘剤の種類は
特に限定されず、セルロース系増粘剤、アクリル系増粘剤、グアーガム系増粘剤、スター
チ系増粘剤等が挙げられる。このうち、セルロース系増粘剤が好ましく、例えば、カルボ
キシメチルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒド
ロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースが好ましい例として挙げられる
。
【００２０】
　本発明の軽量充填モルタル組成物において、増粘効果、材料分離やブリーディングの発
生防止、ワーカビリティの低下防止、良好なフレッシュ性状の維持、凝結遅延防止の点か
ら、増粘剤の含有量は０.０５～０.２％であることが好ましく、０.１０～０.１５％であ
るのがより好ましい。
【００２１】
　また、本発明の軽量充填モルタル組成物は、上記成分以外に、膨張材及び発泡剤から選
ばれる１種以上を含有することが好ましい。



(6) JP 5969426 B2 2016.8.17

10

20

30

40

50

【００２２】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は膨張材を含有することが好ましい。膨張材の種類は
限定されず、一般的には遊離生石灰を有効成分とする生石灰系膨張材、カルシウムサルホ
アルミネート等のエトリンガイト生成物質を有効成分とするエトリンガイト系膨張材、遊
離生石灰とエトリンガイト生成物質の複合系膨張材が代表的なものとして挙げられる。こ
のうち、生石灰系膨張材は一般に水和反応活性が高く、特にコンクリートの大規模な初期
収縮を抑制する効果に優れることが知られているので好ましい。
【００２３】
　本発明の軽量充填モルタル組成物において、ブリーディング抑制や乾燥収縮抑制、また
、流動性不良や水和熱の上昇による温度ひび割れ等防止の点から、膨張材の含有量は０．
５～３.５％であることが好ましく、１.０～２．５％であるのがより好ましい。
【００２４】
　発泡剤の種類は限定されず、具体的には水と混練後に気体を発生する物質であればよい
。発泡剤を用いることによって自己収縮を抑制し易くなるとともに、グラウトを無収縮、
即ちグラウトの初期膨張率を０％よりも大きくすることができる。この膨張作用によりグ
ラウトの沈下現象を防止し、構造物との一体化を図る。その具体例として、例えば、アル
ミニウムや亜鉛等の両性金属の粉末や過酸化物質等が挙げられる。なかでも、アルミニウ
ム粉末は効果的に発泡し、膨張作用を発揮することができるので好ましい。
【００２５】
　本発明の軽量充填モルタル組成物において、発泡剤による膨張作用を得る点、過大膨張
による充填性低下を防止し、また、発生した気体が中空部材の内部空間の上面に溜まるの
を防止し、中空部材と軽量充填モルタルとの一体化を図り、強度低下を防止する点から、
発泡剤の含有量は０.０００３～０.００２％が好ましく、０.０００５～０.００１％がよ
り好ましい。本発明の軽量充填モルタル組成物の膨張率としては、土木学会基準 ＪＳＣ
Ｅ－Ｆ ５４２－１９９９「充てんモルタルのブリーディング率および膨張率試験方法」
による膨張率が０．１～０．８％であることが好ましく、０．２～０．６％がより好まし
い。
【００２６】
　本発明の軽量充填モルタル組成物には、前記成分以外に、混和材料及び軽量骨材以外の
骨材から選ばれる一種又は二種以上を本発明の効果を実質損なわない範囲で併用すること
ができる。この混和材料としては、例えばセメント分散剤、軽量骨材以外の骨材、セメン
ト用ポリマー、防水材、防錆剤、収縮低減剤、保水剤、顔料、繊維、撥水剤、白華防止剤
、急結剤（材）、急硬剤（材）、凝結遅延剤、消泡剤、高炉スラグ微粉末、石粉、石膏、
粘土鉱物粉末、スラグ粉末、フライアッシュ、シリカフューム、無機質フィラー、火山灰
、撥水剤、表面硬化剤等が挙げられる。また、軽量骨材以外の骨材としては、例えば、川
砂、陸砂、海砂、砕砂、珪砂、川砂利、陸砂利、砕石及び人工骨材等が挙げられ、これら
の一種又は二種以上を使用することができる。
【００２７】
　特に、本発明の軽量充填モルタル組成物に、セメント分散剤を含有させると、流動性に
優れているのにも拘らずより強度が高く且つ材料分離が起き難い軽量充填モルタル組成物
が得られることから好ましい。セメント分散剤の種類は限定されず、例えば、ポリカルボ
ン酸塩系減水剤、ポリエーテル系減水剤、ナフタレンスルホン酸塩系減水剤、メラミンス
ルホン酸塩系減水剤及びリグニンスルホン酸塩系減水剤等の各種減水剤が挙げられ、これ
らの１種又は２種以上を用いることができる。減水剤として高性能減水剤又は高性能ＡＥ
減水剤を用いると、軽量充填モルタルの強度を高くし易いことから好ましい。また、メラ
ミンスルホン酸塩系減水剤が、セメントの水溶性アルカリの影響を受けにくく、セメント
のばらつきに対して一定の流動性を保持し易いことから好ましい。セメント分散剤の軽量
充填モルタル組成物中の含有量は、０．０１～０．５％が好ましく、０．０５～０．３％
がより好ましい。
【００２８】
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　本発明の軽量充填モルタル組成物は、好ましくはプレミックスモルタルとして使用する
。従って、所定量の水を計量し混練するだけですぐに使用できるように、本発明の軽量充
填モルタル組成物の配合成分のすべてが予め混合され、粉末状であるプレミックスモルタ
ルとすることができる。
【００２９】
　本発明の軽量充填モルタル組成物の配合成分をプレミックス化させる方法は限定されず
、Ｖ型混合機や可傾式コンクリートミキサ等の重力式ミキサー、ヘンシェルミキサー、噴
射型ミキサー、リボンミキサー、パドルミキサー等で混合される。軽量骨材の形状を保持
し、品質を維持するにはリボンミキサーやパドルミキサーが好ましい。また、袋やポリエ
チレン製容器等の容器に直接、各材料を計り取り投入する方法により、本発明の軽量充填
モルタル組成物をプレミックス化することもできる。
【００３０】
　本発明の軽量充填モルタル組成物を用いて軽量充填モルタルを製造するには、流動性と
可使時間のバランス、良好なワーカビリティの維持、ブリーディングの発生防止、強度発
現性の点から、水／結合材比６０～７５％となる量の水で練混ぜることが好ましい。即ち
、本発明の軽量充填モルタル組成物は、水／結合材比６０～７５％となる量の水と用いる
ものであることが好ましい。
【００３１】
　本発明における水／結合材比とは、結合材となるセメント、膨張材並びに水硬性又はポ
ゾラン反応性を有するセメント用混和材（石膏、フライアッシュ等のポゾラン、高炉スラ
グ微粉末等）の合計質量に対する水の質量比である。また、該水の質量は使用するセメン
ト混和材料に含まれる水も合わせた質量である。
【００３２】
　本発明の軽量充填モルタルは、種々の構造物の充填に使用できるが、特に横方向に長尺
の中空部材の内部空間の充填用が好ましく、さらに鋼床版充填用がさらに好ましい。
【実施例】
【００３３】
　以下、本発明の実施例を比較例と共に示す。なお、本発明の範囲は以下の実施例に限定
されない。
【００３４】
〔実施例１〕
　使用材料を表１に示す。表１の材料を用い、リボンミキサーを用いて混合し、本発明の
プレミックスタイプの軽量充填モルタル組成物（本発明品１～８）を作製した。また、比
較参考品として参考品（１～９）も同時に作製した。作製した各モルタル組成物の配合割
合を表２に示す。各モルタル組成物は、グラウトミキサーを用いて９０秒間、水と練り混
ぜ、充填モルタルを作製した。充填性試験以外の品質試験は何れも２０±３℃、湿度８０
％以上の恒温室内で行った。充填性試験については、環境温度１４～１５℃の屋内実験室
で実施した。なお、表２中の配合（％）は微量混和剤である増粘剤、発泡剤及び分散剤を
外割り配合とし、セメント、膨張材及び軽量骨材の合計を１００％としている。
【００３５】
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【表１】

【００３６】

【表２】

【００３７】
　表２の本発明品（１～８）と参考品（１～７）の充填モルタルについて、流動性及び単
位容積質量（軽量性の確保）、ブリーディング率（材料分離抵抗性）を測定し評価した。
各評価試験方法を以下に示す。
〔流動性試験〕
　（１）ＪＩＳ Ｒ ５２０１「セメントの物理試験方法」１１．フロー試験で規定される
フローコーンを用いたフローコーン取り去り後のフロー値（落下運動無し）に準拠し、測
定した。
　（２）土木学会基準ＪＳＣＥ－Ｆ ５４１－２０１０「充てんモルタルの流動性試験方
法（案）」に準拠し、Ｊ14漏斗流下時間を測定した。
〔単位容積質量測定試験〕
　ＪＩＳ Ａ １１７１「ポリマーセメントモルタルの試験方法」６．３単位容積質量試験
に準拠して、単位容積質量を測定した。
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〔ブリーディング試験〕
　ＪＩＳ Ａ １１２３「コンクリートのブリーディング試験方法」に準拠して練上りから
3時間後のブリーディング率を測定した。
【００３８】
　流動性、単位容積質量、ブリーディング測定試験結果を表３に示す。本発明の実施例は
、何れも練混直後及び１５分経過後のフロー値が１２５～１８５ｍｍで且つＪ14漏斗流下
時間がモルタルの閉塞により測定できず、所定の流動性を確保し、単位容積質量も１．４
０ｋｇ／Ｌ以下と軽量であり、ブリーディングも認められなかった。
【００３９】
　一方、水／結合材比が６０％未満である参考例１－１、増粘剤含有率を０．２４％とし
た参考例１－６は、練り直後のフロー値が１１２ｍｍと小さく、１５分経時後についても
顕著なシマリが認められた。水／結合材比を７６％にした参考例１－２、早強セメント含
有率を３０％未満にした参考例１－３及び参考例１－４、増粘剤含有率を０．０１％とし
た参考例１－５は何れもブリーディングの発生が認められた。また、軽量骨材含有率を５
％とした参考例１－７は、単位容積質量が１．７３ｋｇ／Ｌと軽量性に乏しいことが確認
された。
【００４０】
【表３】

【００４１】
〔実施例２〕
　表２の本発明品（１～８）の充填モルタルについて、初期膨張率（無収縮性）、長さ変
化率（膨張性）を測定した。評価試験方法を以下に示す。
〔初期膨張率試験〕
　土木学会基準 ＪＳＣＥ－Ｆ ５４２－１９９９「充てんモルタルのブリーディング率お
よび膨張率試験方法」に準拠して、初期膨張率を測定した。
〔長さ変化〕
　ＪＩＳ Ａ １１２９「モルタルおよびコンクリートの長さ変化試験方法」に準拠し、充
填モルタル成型２４時間後に脱型し基長後、水中養生を行い、材齢７日の膨張率を測定し
た。
【００４２】
　初期膨張率及び長さ変化試験の結果を表４に示す。本発明の実施例は、何れも初期膨張
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率が０．２８～０．５４％と良好な膨張率であり、無収縮性が確認された。材齢７日の自
由膨張率についても何れも２．９～４．４×１０-4と過膨張ではなく、適量の膨張率を示
した。
【００４３】
【表４】

【００４４】
〔実施例３〕
　表２の本発明品（１～８）と参考品（８）の充填モルタルについて、圧縮強度試験を実
施した。評価試験方法を以下に示す。
〔圧縮強度〕
　ＪＩＳ Ａ １１０８「コンクリートの圧縮強度試験方法」に準じ、材齢２８日の圧縮強
度を測定した。供試体寸法は、φ５×１０ｃｍとし、養生方法は水中養生とした。
【００４５】
　圧縮強度試験の結果を表５に示す。本発明の実施例は、材齢２８日の圧縮強度が何れも
１２Ｎ/ｍｍ2以上の強度発現性を示した。軽量骨材含有率を３８．５％にした参考例３－
１は、材齢２８日の圧縮強度が５．９Ｎ／ｍｍ2と強度発現性に乏しいことが確認された
。
【００４６】

【表５】

【００４７】
〔実施例４〕
　本発明の充填モルタル組成物について、より好ましいと思われる充填モルタル（表２の
本発明品５、６）と、表２の参考品（２、６）について、模擬型枠充填による充填性試験
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〔充填性試験〕
【００４８】
　図１及び図２に示す実構造物の鋼床版Ｕリブを模した型枠（長さ２ｍ）を作製し、グラ
ウトポンプで練混ぜた充填モルタルを図１に示す型枠の注入口より片押して充填し、充填
性を評価した。空気孔（エアー孔）は試験体の両端部と中央部の３箇所ずつ（計６箇所）
設けた。型枠の材質は鋼製とし、充填状況を目視確認するため上面は透明塩ビ板とし、各
々充填時のモルタルの流量は、約２０Ｌ／分とした。充填性の評価は以下に示す項目で実
施した。
（１）先流れ現象の有無。先流れ現象とは、注入口より型枠に充填されたモルタルが全断
面で流れず、中央部位等が先に流れ、端部のモルタルが遅れて流れる現象であり、密閉空
間の上面に遅れて流れたモルタルの箇所にエア溜まりが発生し易くなる。図３に材料の粘
性が低いために先流れした充填モルタルの充填状況を、図４に全断面で流れる本発明の充
填モルタルの状況をそれぞれ鋼製型枠の上部から見た模式図を示す。なお、図３及び図４
において、着色部分は型枠上面（密閉空間の上面）に充填モルタルが接した箇所であり、
これに囲まれた部分にエア溜まりが発生する。
（２）硬化後に型枠を脱型し、目視観察により直径５０ｍｍ以上の空隙の有無を確認。
（３）空隙率の測定。上面の未充填部位をスケッチし、未充填部位を型枠上面の全面積で
除して空隙率を測定した。
【００４９】
　本発明の実施例は、充填時に殆ど先流れ現象を生じず、全断面で充填され、顕著なエア
溜まりである未充填部分は殆ど認められず、片押しにより良好な充填性が確認された。フ
ロー値を２１０ｍｍと低粘性にした参考例４－１は、材料の粘性が低いため、先流れ現象
が発生し、注入口と反対側（先端側）のモルタルが先に上面に到達してしまい、エアの抜
けが阻害され、５０ｍｍ以上の空隙が認められ、空隙率も４％を示した。一方、フロー値
が１１２ｍｍとより高粘性にした参考例４－２は、特に、上面全体に亘って三日月状のエ
ア溜まりである未充填部分が多く見られ、空隙率も７％を示した。これは、材料の粘性が
高すぎるため、先流れが抑止されるものの、モルタルがしわとなって層状となり、巻き込
みエア溜まりが多く生じたと考えられる。
【００５０】
【表６】

【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明の軽量充填モルタル組成物は、鋼床版Ｕリブ等の中空部材の内部空間の充填に用
いることができる。特に、既設鋼製中空部材の補強に用いることができる。また、本発明
は、本発明による軽量充填モルタルを鋼床版Ｕリブの内部空間に充填した高耐久性の鋼床
版及び鋼床版補強方法に用いることができる。
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